
 

                

 

 

新型コロナ対策補正予算を追加提案 

生活困窮者自立支援金など補正予算額３億９千万円を計上 

 

本市では、新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、生活に困窮す

る世帯への支援金を支給するほか、感染症入院患者の増加に伴う公費負担の増に対応

するため、新型コロナ対策補正予算を編成し、開催中の令和３年第２回市議会定例会

に追加提案します。 

 

 

１ 補正予算の内容（一般会計） 

（１） 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金  ３億１千６百万円 

（２） 新型コロナウイルス感染症患者の入院医療費    ７千５百万円 

（別添資料参照） 

 

２ その他  

補正予算の内容の詳細については、資料「補正予算の概要」を作成していますの

で、資料請求は広報プロモーション課までご連絡ください。 

補正予算の内容については、財政課までお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜問い合わせ＞ 

財政部財政課長 飯山  電話０４２－６２０－７３５０ 

 

令和３年（２０２１年） ６月 １６日 



（単位　千円）

【新型コロナ関連事業】

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金審査等業務委託料

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金

対象者数 1,420世帯

都支出金

予算科目 3 1 1 福祉部生活自立支援課

一般財源市債

事 務 事 業 名

基本計画 2 施策番号

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金
（生活困窮者の自立支援）

9 総合戦略 ①②

事業費

今回補正 316,000 316,000

補正前

国庫支出金

306,000

その他

 　新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困窮する世帯に対して、就労による自立を図るた
め、また、それが困難な場合には円滑に生活保護の受給につなげるため、新型コロナウイルス感
染症生活困窮者自立支援金を支給する経費を補正する。

9,658

補正後 316,000 316,000

　支援金の内容

区　分

単身世帯 6万円/月

2人世帯 8万円/月

3人以上世帯 10万円/月

給付期間 申請月から3か月

・収入要件

・資産要件

・求職活動等要件

申請時期

内　容

給付額

7・8月

給付対象者

申請月における世帯収入の合計が①+②を超えないこと
①市民税（均等割）が非課税となる収入額の1/12
②生活保護の住宅扶助基準額

世帯の預貯金の合計が上記収入要件①の6か月分を超え
ないこと（ただし100万円以下）

ハローワークで求職活動を行っていること、または生活保護
申請中であること

社会福祉協議会が実施する緊急小口資金等の特例貸付における総合支援資
金の再貸付を終了した世帯、再貸付について不決定となった世帯であって、以
下の収入要件、資産要件、求職活動等要件を満たす世帯（生活保護受給中の
世帯を除く）



感染症対策 【新型コロナ関連事業】

新型コロナウイルス感染症対策

入院医療費

予算科目 4 1 3 健康部保健対策課

一般財源都支出金 市債 その他

18,750

7,562 2,733

98,673

75,000

117,423

2,733

　「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づく入院医療費の公費負
担について、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、入院医療費が当初の見込みを上回る
ため、増額補正する。
　なお、新型コロナウイルスワクチン接種の進捗等により、今後の患者数が変動することから、9月
分までの見込額を増額する。

7,562補正前 194,560 85,592

施策番号

補正後 269,560 141,842

今回補正 75,000 56,250

15 総合戦略 －

国庫支出金事業費

事 務 事 業 名

基本計画 2

（ 補正前 100,832 今回補正 75,000 補正後 175,832 ）


